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 常務取締役の坂井です。本日はお忙しい中、決算説明会にご参加いただきあり
がとうございます。

 冒頭で、9月16日に業績予想と合わせて発表した「変革のスピードアップ」の進
捗をお話し、その後に、第2四半期決算及び通期の業績予想についてご説明い
たします。



2



3

 「変革のスピードアップ」の概要と進捗です。
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 9月16日に「変革のスピードアップ」を発表しました。

 本ページ以下で、その概要を記載しています。
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 「経営体質の抜本的強化」についてです。

 短期的に効果が表れてくるもののほか、すぐには効果が出てこないものの、中
長期的に大きく効いてくるものもあります。

 例えば、輸送ダイヤの見直しを行ってもすぐに大きな効果は出てきませんが、
必要となる車両数が減れば老朽取替の車両数が減少するなど、中長期で効果
が出てきます。

 短期と中長期の2つの軸でしっかりと進めていきます。
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 前回の9月の業績予想発表時の説明から、進捗があった件名を紹介します。

 先般、2021年春のダイヤ改正における終電時刻繰り上げについて発表しました。

 鉄道工事における働き方改革を目的とし、その結果として夜間作業の間合いを
240分以上確保できるようになり、今までよりも30分程度時間が広がりますので、
メンテナンス、ホームドア等の工事の効率化が可能となります。

 これにより、修繕費と設備投資額の合計で年間40億円程度の削減効果を見込
んでいます。

 お客さまのご利用の変化を踏まえたダイヤの見直しも実施していきます。

 また、ピーク時間帯をずらしたご利用に対して、JREポイントを付与することで
ピークシフトを図っていきますので、その準備を 2021年春に向けて進めていま
す。

 ポイント付与によるオフピークへの誘導効果を検証し、次のオフピーク定期券な
どへの施策につなげていきます。
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 列車を活用した荷物輸送サービスについては、新幹線だけでなく、在来線特急
を使った荷物輸送にも取り組んでおり、10月からは、週2便の定期輸送も始めて
います。

 グループ全体での目標として「ゼロカーボン・チャレンジ2050」を掲げていますが、
水素をエネルギー源としたハイブリッド車両の試験車の開発についてリリースし
ました。
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 続きまして、2021年3月期第2四半期決算及び通期業績予想についてご説明し
ます。
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 単体決算と連結決算のハイライトです。

 計画対比を赤色で記載していますが、単体決算では、営業収益が対計画+89億
円、営業利益が対計画+144億円でしたので、営業費用は計画対比で減少しま
した。

 連結決算では、営業収益が対計画+42億円でしたので、単体の+89億円より少
なくなっています。

 これは、一部のグループ会社において計画対比の営業収益が下振れたことや
下期に期ずれしたことなどによるものです。

 営業利益は対計画+307億円と大きく上振れています。

 これは、コストダウンが想定よりも進捗したほか、費用が下期に期ずれしたこと
も含まれています。
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 業績予想に合わせてお示ししたコストダウン計画の進捗です。

 損益は、上期で530億円の実績でした。

 設備投資は、すでに工事を開始していたものもありますので、コストダウンの効
果は下期に出てくる見込みです。

 640億円という計画に対して着実にコストダウンを進めていき、下期が終わった
ところで実績をまとめる予定です。
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 鉄道運輸収入の実績と主な増減要素はご覧の通りです。
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 災害などの特殊要素を除いた鉄道運輸収入について、業績予想の前提となっ
ている見通しと第2四半期実績です。

 定期外収入の在来線関東圏は、対計画+91億円となりましたが、この見通しを
作成したのが9月ですので、91億円の上振れは9月分で生じたものです。

 これは9月の4連休などを中心に近距離のご利用が戻ってきているものと見てい
ます。

 新幹線は、上期については計画通りでした。

 足元では、東京発着が解除されたGo To トラベルキャンペーンも大きくプラスに
影響しています。速報では、昨年の台風等の反動を除いたベースで、近距離で
74％程度、中長距離で48％程度で推移しています。

 定期収入は、計画通りでした。

 速報ベースの足元では、10月はほぼ横ばいとなっています。

 テレワークの定着、出社日数が減ったことによる定期券から回数券などへの転
移も考えられますので、分析を進めていきます。



 鉄道運輸収入について、上期計画と実績、下期計画、通期計画をまとめました。

 通期での主な増減要素は、ご覧の通りです。
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 営業費用の実績です。

 対計画では、55億円の減少となりました。

 修繕費が対前年で+8億円となっていますが、これは、駅改良工事やバリアフ
リー工事による建設附帯修繕が増加したことが主な要因であり、通期では計画
通りに減少する見込みです。
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 営業費用の通期計画です。

 下期において、広告宣伝費、業務委託費などでコストダウンの深掘りの検討
を進めていきます。



21

 続きまして、連結決算におけるセグメント毎の実績です。

 運輸事業では、営業収益において、新型コロナウイルスの影響による減収が
5,370億円程度あったと見てみます。

 セグメント全体の減収額との差は、J-TRECにおける車両製造の減などによるも
のです。

 新幹線の方面別輸送量は記載の通りです。
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 流通・サービス事業では、営業収益において、新型コロナウイルスの影響によ
る減収が1,080億円程度あったと見てみます。

 セグメント全体の減収額との差は、工事支障やリニューアル工事などによるも
のです。

 エキナカ店舗、広告業の年度末に向けた回復見通しも記載しておりますので、
ご覧ください。
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 不動産・ホテル事業では、営業収益において、新型コロナウイルスの影響によ
る減収が650億円程度あったと見てみます。

 セグメント全体の減収額との差は、新規開業による増などによるものです。

 グラフで、アトレ、ルミネ、ホテルの売上高の推移を記載しています。

 新型コロナウイルスの影響が大きいホテルについては、Go To トラベルキャン
ペーンなどの効果もあり、回復してきています。
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 その他では、営業収益において、新型コロナウイルスの影響による減収が60
億円程度あったと見てみます。

 セグメント全体の減収額との差は、JR東日本情報システムで昨年計上したシ
ステム開発収入の反動減などによるものです。

 電子マネーのご利用件数は、足元では対前年90%を超える水準まで回復して
きました。
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 営業外損益と特別損益です。

 営業外損益では、持分法適用会社が新型コロナウイルスの影響を受けたこと
などから、持分法による投資損失が対前年+143億円と大きく増加しました。

 特別利益では、社宅跡地の売却などにより、固定資産売却益が対前年+106億
円となりました。

 特別損失では、品川開発プロジェクトにおける土壌汚染で引当金を計上したこ
とから、環境対策費が対前年+240億円となりました。
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 キャッシュ・フロー計算書はご覧の通りです。

 9月末の現金及び現金同等物の残高は3,385億円となり、厚めに資金手当てを
行っています。
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 設備投資の実績はご覧の通りです。
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 有利子負債による調達を行ったことから、ネット有利子負債は3兆7,965億円と
増加しました。
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 キャッシュの使途についての計画です。

 配当については、中間、期末ともに1株当たり50円としています。



 資金調達では、従来通り3つの方針は堅持します。

 短期資金調達の9月末残高は6,800億円で、10月に入ってCPの返済を行いまし
たので、現在では4,450億円の残高となっています。

 発行枠・契約金額が合計で1兆3,500億円ありますので、4,450億円を引いた
9,050億円が未使用枠となりますので、十分な水準を確保しています。
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 以下は、参考資料ですのでご参照ください。

 ありがとうございました。



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43


